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毎週火曜・金曜日発行� ○印は長崎県例規集に登載するもの

◎　規　則� 所管課（室）名　

〇長崎県財務規則の一部を改正する規則� 会 計 課

　長崎県財務規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和６年３月29日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

長崎県規則第20号

　　　長崎県財務規則の一部を改正する規則

　長崎県財務規則（昭和39年長崎県規則第23号）の一部を次のように改正する。

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

目次

　第１章及び第２章　略

　第３章　金銭会計

　　第１節及び第２節　略

　　第３節　公金事務の委託（第91条の２－第91条の５）

　第４章～第12章　略

　附則

　（知事の事務の委任）

第�３条　知事は、地方自治法（昭和22年法律第67号。以下

「法」という。）第153条第１項及び第180条の２の規定に

より、別に定めのあるもののほか、次の表の左欄に掲げる

者に対し、その所管事務で同表右欄に掲げる事務を委任す

る。ただし、長崎振興局長崎港湾漁港事務所及び五島振興

局上五島支所については、長崎振興局長及び五島振興局長

に委任した事務の範囲内で、長崎振興局長及び五島振興局

長が知事の承認を得て指定する事務を委任することができ

る。

かいの長 １　略

２�　令達された歳出予算の範囲内における

次に掲げる事務

　及び　略

　　ア～ソ　略

　　タ�　長崎県港湾整備事業財産管理基金

条例（令和３年条例第22号）に基づ

く港湾整備事業

　　略

目次

　第１章及び第２章　略

　第３章　金銭会計

　　第１節及び第２節　略

　第４章～第12章　略

　附則

　（知事の事務の委任）

第�３条　知事は、地方自治法（昭和22年法律第67号。以下

「法」という。）第153条第１項及び第180条の２の規定に

より、別に定めのあるもののほか、次の表の左欄に掲げる

者に対し、その所管事務で同表右欄に掲げる事務を委任す

る。ただし、長崎振興局長崎港湾漁港事務所及び五島振興

局上五島支所については、長崎振興局長及び五島振興局長

に委任した事務の範囲内で、長崎振興局長及び五島振興局

長が知事の承認を得て指定する事務を委任することができ

る。

かいの長 １　略

２�　令達された歳出予算の範囲内における

次に掲げる事務

　及び　略

　　ア～ソ　略

　　タ�　長崎県港湾整備事業財産管理基金

条例（令和３年条例第35号）に基づ

く港湾整備事業

　　略

　　　　目　　　　　次

　　　　規　　　　　則
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　�　地方自治法施行令（昭和22年政令第

16号。以下「令」という。）第173条の

２第１項の規定に基づく歳入の徴収又

は収納の事務の委託に伴う支出負担行

為及びこれに伴う支出命令

　～　略

３～９　略
略

　（出納員）

第�６条　会計管理者の事務を補助させるため、出納局、総務

文書課、県民センター、税務課、総務事務センター、警察

本部会計課、警察本部広報相談課、警察本部交通指導課駐

車対策室及び教育庁教育政策課並びに各かいに出納員を置

く。

２～７　略

　（会計管理者の事務の委任）

第�８条　会計管理者は、法第171条第４項の規定により、次

の表の左欄に掲げる出納員に対し、同表右欄に掲げる事務

を委任する。

略
県民センターの出

納員

警察本部広報相談

課の出納員

略

略
教育庁教育政策課

の出納員

略

略

　（現金等収納機関）

第�29条　歳入として納付される現金又は現金に代えて納付さ

れる証券（以下本節において「現金等」という。）は、公

金取扱銀行及び収納代理金融機関（株式会社ゆうちょ銀行

を除く。）において収納するほか、部局にあっては会計管

理者、かい及びかいでない事務所又は事業所にあっては所

属の委任出納員又は委任会計員（第９条第２項の規定によ

り法第171条第４項の規定による事務の委任又は再委任が

あったものとされる者を含む。以下本節について同じ。）

が収納する。ただし、部局にあって長崎県公文書コーナー

に関する事務に係る現金は、総務文書課の委任出納員が、

情報公開に関する事務に係る現金は、県民センターの委任

出納員及び警察本部広報相談課の委任出納員又は委任会計

員が、ふるさと納税寄附金及び県税の徴収に係る現金等

は、税務課の委任出納員が、放置違反金の徴収に係る現金

等は、警察本部交通指導課駐車対策室の委任出納員が収納

する。

２　略

　（現金等の収納）

第30条　略

第37条　削除

　�　地方自治法施行令（昭和22年政令第

16号。以下「令」という。）第158条第

１項各号の規定に基づく歳入の徴収若

しくは収納の事務又は令第158条の２第

１項の規定に基づく歳入の収納の事務

の委託に伴う支出負担行為及びこれに

伴う支出命令

　～　略

３～９　略
略

　（出納員）

第�６条　会計管理者の事務を補助させるため、出納局、総務

文書課、県民センター、税務課、総務事務センター、警察

本部会計課、警察本部広報相談課、警察本部交通指導課

駐車対策室及び教育庁教職員課並びに各かいに出納員を置

く。

２～７　略

　（会計管理者の事務の委任）

第�８条　会計管理者は、法第171条第４項の規定により、次

の表の左欄に掲げる出納員に対し、同表右欄に掲げる事務

を委任する。

略
県民センター出納

員

警察本部広報相談

課の出納員

略

略
教育庁教職員課の

出納員

略

略

　（現金収納機関）

第�29条　歳入として納付される現金又は現金に代えて納付さ

れる証券（以下本節において「現金等」という。）は、公

金取扱銀行及び収納代理金融機関（株式会社ゆうちょ銀行

を除く。）において収納するほか、部局にあっては会計管

理者、かい及びかいでない事務所又は事業所にあっては所

属の委任出納員又は委任会計員（第９条第２項の規定によ

り法第171条第４項の規定による事務の委任又は再委任が

あったものとされる者を含む。以下本節について同じ。）

が収納する。ただし、部局にあって長崎県公文書コーナー

に関する事務に係る現金は、総務文書課の委任出納員が、

情報公開に関する事務に係る現金は、県民センター及び警

察本部広報相談課の委任出納員又は委任会計員が、ふるさ

と納税寄附金及び県税の徴収に係る現金等は、税務課の委

任出納員が収納する。

２　略

　（現金の収納）

第30条　略

　（歳入の徴収又は収納の私人委託）

第�37条　知事は、令第158条第１項各号の規定に基づく歳入

の徴収若しくは収納の事務又は令第158条の２第１項の規

定に基づく歳入の収納の事務を私人に委託する場合は、書

面をもってその委託契約を締結しなければならない。
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第37条の２　削除

　（指定納付受託者の名称等の変更の届出）

第37条の５　略

２�　前項及び前条第２項の規定は、第91条の２に規定する指

定公金事務取扱者の指定及び変更の届出について準用す

る。

第38条　削除

第38条の３　削除

　（資金前渡）

第54条　略

２�　資金の前渡をするときは、支障のない範囲において、な

るべく分割して前渡しなければならない。ただし、前項第

１号の経費については、事務の必要により３箇月分まで前

渡することができることとし、また、令第161条第１項第

13号及び第14号の経費について自動口座振替により支払を

行う場合については、６箇月分まで前渡することができ

る。

　�（歳入の収納の事務を委託することができる歳入及び基

準）

第�37条の２　令第158条の２第１項に規定する規則で定める

歳入は、次に掲げるとおりとする。

区分 歳入の名称
負担金 児童福祉法（昭和22年法律

第164号）第56条第２項の規

定に基づき徴収する児童保

護費保護者負担金
不当利得による返還金 児童扶養手当法（昭和36年

法律第238号）第23条第１項

の規定に基づき徴収する児

童扶養手当過払返還金

２�　令第158条の２に規定する規則で定める基準は、次に掲

げるとおりとする。

　�　公金又は公共料金（日本国内において供給される電

気、ガス及び水道水その他これらに類するものにかかる

料金をいう。）の収納の事務を受託した実績を有するこ

と。

　�　委託する収納の事務を適切かつ確実に遂行するに足り

る十分な事業規模を有し、かつ、その経営状況及び財政

状況が良好であること。

　�　収納した歳入を遅滞なく公金取扱銀行に払い込むこと

及びその収納の状況を正確に記録すること並びに知事に

対し必要な報告をすることができる技術的基礎を有する

こと。

　（指定納付受託者の名称等の変更の届出）

第37条の５　略

　（私人に委託した歳入金の払込期限）

第�38条　第37条及び第37条の２の規定により歳入の徴収又は

収納の事務の委託を受けた者（以下「受託者」という。）

は、その徴収し、又は収納した歳入を知事の指示する期日

までに現金払込書（様式第10号）により公金取扱銀行に払

い込み、かつ、その内容を示す計算書を知事に提出しなけ

ればならない。

２�　受託者は、徴収状況及び現金の出納を明らかにした帳簿

を備え、徴収又は収納のつどこれに登記し、関係書類とと

もに整理しておかなければならない。

　（放置違反金の収納）

第�38条の３　放置違反金等については、道路交通法第51条の

16の規定により収納の事務を私人に委託することができ

る。この場合においては、第37条、第37条の２第２項及び

第38条の規定を準用するものとする。

　（資金前渡）

第54条　略

２�　資金の前渡をするときは、支障のない範囲において、な

るべく分割して前渡しなければならない。ただし、前項第

２号の経費については、事務の必要により３箇月分まで前

渡することができることとし、また、令第161条第１項第

13号及び第14号の経費について自動口座振替により支払を

行う場合については、６箇月分まで前渡することができ

る。
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　（繰替払）

第�63条　令第164条第５号の規定により繰替払をすることの

できる経費は、次の各号に掲げる経費とし、その支払につ

いて繰り替えて使用することができる収入金は、それぞれ

当該各号に定める収入金とする。

　～　略

　（隔地払）

第�65条　会計管理者等は、隔地の債権者に支払をするとき

は、当該債権者のため最も便利と認める支払場所を指定

し、送金通知書（様式第33号）を債権者に送達しなければ

ならない。

２～６　略

第67条　削除

　（指定公金事務取扱者）

第�91条の２　知事は、法第243条の２第１項の規定により同

条第２項に規定する指定公金事務取扱者（以下「指定公金

事務取扱者」という。）に歳入の徴収若しくは歳入（歳入

歳出外現金を含む。以下「歳入等」という。）の収納又は

支出に関する事務（以下「公金事務」という。）を委託し

ようとするときは、当該指定公金事務取扱者との間に書面

をもって公金事務の取扱いに関する契約等を締結しなけれ

ばならない。

２�　指定公金事務取扱者は、次に掲げる要件のいずれにも該

当する者とする。

　�　公金事務を適切かつ確実に遂行することができる財産

的基礎を有すること。

　�　その人的構成等に照らして、公金事務を適切かつ確実

に遂行できる知識及び経験を有し、かつ、十分な社会的

信用を有すること。

　（公金の収納の委託）

第�91条の３　法第243条の２の５第１項の規定により知事が

定める収納に関する事務を委託できる歳入等は、令第173

条の２第１項に規定する徴収に関する事務を委託できる歳

入のほか次に掲げるとおりとする。

　�　地方税（督促手数料、延滞金、過少申告加算金、不申

告加算金、重加算金及び滞納処分費を含む。）

　　負担金

　　不当利得返還金

　　放置違反金等

　（指定公金事務取扱者による納付）

第�91条の４　歳入の徴収又は歳入等の収納の事務の委託を受

けた指定公金事務取扱者は、その徴収した歳入等を、その

内容を示す計算書を添えて、現金払込書（様式第10号）に

より知事が指定する期日までに指定金融機関等に払い込ま

なければならない。

２�　前項に規定する指定公金事務取扱者は、徴収状況及び現

金の出納を明らかにした帳簿を備え、徴収又は収納のつど

　（繰替払）

第63条　令第164条第５号の規定により繰替払をすることの

できる経費は、次の各号に掲げる経費とし、その支払につい

て繰り替えて使用することができる収入金は、それぞれ当該

各号に定める収入金とする。

　～　略

　�　指定納付受託者が収納する収入金の取扱いに係る手数

料　当該収入金

　（隔地払）

第�65条　会計管理者等は、隔地の債権者に支払をするとき

は、当該債権者のため最も便利と認める支払場所を指定

し、送金通知書（様式第33号）を債権者に送達しなければ

ならない。この場合において、送金通知書の債権者への送

達は、公金取扱銀行を経て行うことができる。

２～６　略

　（支出事務の委託）

第�67条　令第165条の３第１項の規定により支出事務の委託

を受けた者は、当該支出事務の状況及び現金の出納を明ら

かにした帳簿を備えて、支出のつどこれに登記し、関係書

類とともに整理しておかなければならない。

２及び３　略
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　�これに登記し、関係書類とともに整理しておかなければな

らない。

　（支出の委託）

第�91条の５　法第243条の２の規定により支出事務の委託を

受けた指定公金事務取扱者は、当該支出事務の状況及び現

金の出納を明らかにした帳簿を備えて、支出のつどこれに

登記し、関係書類とともに整理しておかなければならな

い。

２�　前項の事務の委託を受けた者は、その事務の完了後、完

了の日から起算して７日（県の休日を含む。）以内に、知

事の指示するところにより支出明細書を作成し、これに証

拠書類を添えて、支出命令者に提出しなければならない。

３�　支出事務の委託経費の精算の手続については、資金前渡

の精算の手続の例による。

　（落札決定の通知及び契約の締結）

第107条　略

２�　契約担任者は、落札者に前項により落札決定の通知をし

た日から起算して特別の理由がある場合を除き５日（県の

休日を除く。）以内に契約保証金又はこれに代わる担保を

納付若しくは提供させ、契約を締結しなければならない。

３　略

　（賠償責任に係る補助職員の指定）

第�172条　法第243条の２の８第１項に規定する規則で指定す

る職員は、同項第１号から第３号までに掲げる行為につい

て専決又は代決の権限を有する職員及び同項第４号に掲げ

る行為を命ぜられた職員とする。

別表第３（第６条関係）

課・かい等名 職名
略

教育庁教育政策課

略

略

別表第５（第７条関係）

課・かい等名 職名
略

警察本部交通指導課

駐車対策室

略

教育庁教育政策課

略

略

交通指導課駐車対策室の職員

略

旅費給与班の班員

略

別表第６（第43条関係）

区分 支出負担

行為とし

て整理す

る時期

支出負担

行為の範

囲

支出負担行為に必

要なおもな書類

支出負担

行為の確

認のため

付記する

事項

契約のと

き

支出決定

のとき

１～11　略
12�　役務

費�

通信運

搬費�

保管料�

広告料�

手数料�

筆耕翻

訳料

契約を締

結すると

き。（ 請

求のあっ

たとき。）

契約金額 施行（購

入）伺書

予定価格

調書

入札（見

積）書

契約書（

案）

支出調書

請求書

契約書

検査調書

履行確認

年月日

履行確認

済印

広告の内

容（新聞

掲載につ

いてはそ

の切抜）

　（落札決定の通知及び契約の締結）

第107条　略

２�　契約担任者は、落札者に前項により落札決定の通知をし

た日から起算して特別の理由がある場合を除き７日（県の

休日を含む。）以内に契約保証金又はこれに代わる担保を

納付若しくは提供させ、契約を締結しなければならない。

３　略

　（賠償責任に係る補助職員の指定）

第�172条　法第243条の２の２第１項に規定する規則で指定す

る職員は、同項第１号から第３号までに掲げる行為につい

て専決又は代決の権限を有する職員及び同項第４号に掲げ

る行為を命ぜられた職員とする。

別表第３（第６条関係）

課・かい等名 職名
略

教育庁教職員課

略

略

別表第５（第７条関係）

課・かい等名 職名
略

警察本部交通指導課

駐車対策室

略

教育庁教職員課

略

略

警察本部交通指導課駐車対策室の職

員

略

給与第１班・給与第２班の班員

略

別表第６（第43条関係）

区分 支出負担

行為とし

て整理す

る時期

支出負担

行為の範

囲

支出負担行為に必

要なおもな書類

支出負担

行為の確

認のため

付記する

事項

契約のと

き

支出決定

のとき

１～11　略
12�　役務

費�

通信運

搬費�

保管料�

広告料�

手数料�

筆耕翻

訳料

契約を締

結すると

き。（ 請

求のあっ

たとき。）

契約金額 施行（購

入）伺書

予定価格

調書

入札（見

積）書

契約書（

案）

支出調書

請求書

契約書

履行確認

年月日

履行確認

済印

広告の内

容（新聞

掲載につ

いてはそ

の切抜）
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　保険料 、期間、

算定の基

礎及び支

出の理由

雇用の理

由、期間

及び単価
13～28　略

　保険料 、期間、

算定の基

礎及び支

出の理由

雇用の理

由、期間

及び単価
13～28　略

　　　附　則

　(施行期日)

１　この規則は、令和６年４月１日から施行する。

　(経過措置)

２�　この規則の施行の前日において、この規則による改正前の長崎県財務規則第37条、第38条の３及び第67条の

規定により歳入の徴収若しくは歳入等の収納又は支出の事務の委託を受けている者の公金事務については、こ

の規則の施行の日から令和８年３月31日までの間は、なお従前の例によることができる。
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